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―中間的就労を中心に―
山　口　満　帆＊
1．研究の目的
　日本において，1990年代の長期不況以降，日本
型の雇用から非正規雇用への代替が進み，「貧困」
「格差」といった言葉を頻繁に耳にするようになっ
た．生活保護受給者は年々増加しており，厚生労
働省によると，2002年度には86.9万世帯，118.9万
人，2014年 7 月時点で160.8万世帯，216.4万人と
なっており，共に約1.8倍になっている．それに伴
い，生活保護費も増加しており，2002年度には 2
兆2,181億円であったのに対し，2012年度は 3 兆
6,028億円と1.6倍に増加している．生活保護法の
見直しと共に，「経済的困窮」「社会的孤立」改善
のために，2015年 4 月から生活困窮者自立支援法
が施行された．これは，「生活保護に至っていない
生活困窮者に対する『第 2 のセーフティネット』
を全国に拡充し，包括的な支援体系」を創設する
ことを目的としている．
　しかし，就労支援準備事業・一時生活支援事
業・家計相談支援事業・子どもの学習支援事業の
4事業については任意事業であり，国庫負担が必
須事業に比べ低く，消極的な自治体が多い．また，
中間的就労を同法の中に盛り込んだことで期待が
高いが，受け入れ企業について，ブラック企業の
温床になるという懸念から，企業側のインセンテ
ィブが盛り込めず，受け入れ先が少ないなど，課
題が残っている．本研究では，生活保護受給者が
経済的・社会的に自立する包括的就労支援のあり
方を，中間的就労を中心にして考える．
2．論 文 概 要
　本研究では，第 1章において，生活保護制度と
生活困窮者自立支援制度それぞれの概要について
整理した．第 2章において，国際的に福祉国家再
編のキーワードとされている就労支援政策に注目
した．イギリスでは，ブレア労働政権下の1997年
から2001年にかけて，失業政策として「ニューデ
ィール政策」が行われた．ニューディール政策は，
特に若年層失業者の職業訓練に力を入れ，「中間的
就労」が政策に取り込まれたことが特徴的である．
中間的就労の具体的内容から，イギリスでニュー
ディール政策が成果を出した理由を明らかにした．
　第 3 章では，日本における就労支援について，
生活困窮者自立支援法を中心に整理した．その中
で，中間的就労の特徴と課題を明らかにした．課
題は以下の 2点が挙げられる．第 1に，最低賃金
や労働基準関係諸法令の適用を受けない就労が，
法的に認められてしまう．第 2に，中間的就労を
受け入れる一般企業が少なく，中間的就労での勤
務経験が，一般就労に繋がるのか不明確である．
　第 4章では，積極的に中間的就労に取り組んで
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いる釧路市・豊島区の 2事例を分析した．釧路市
については，先行研究をもとに，段階的な自立支
援を整理した．豊島区については，生活困窮者自
立支援法のモデル事業として2014年度から行って
きた事業について，具体的事業内容から，自立支
援の課題，民間企業・団体との連携の可能性を示
した．
　第 5章において，中間的就労が広く実施されて
いくために以下の 4点を提言した．第 1に，生活
困窮者自立支援法により生活保護制度から排除さ
れる人が出ないよう工夫が必要である．自治体に
よっては，生活困窮者自立支援制度を理由に「水
際作戦」を行うことも考えられる．それを防止す
るため，生活困窮の相談者から何人が生活保護を
受けることになったのかというデータを公表する
必要があると考える．これは，生活保護制度から
の排除を防止するだけではなく，生活保護の要件
を満たしながら利用せずに生活している人々や捕
捉率の把握にもつながり，日本における貧困の現
状を明らかにすることができる．
　第 2に，自治体のあり方として，生活保護と生
活困窮者の自立支援を分離して行っている場合で
も，連携して支援を行うことが望まれる．豊島区
では 2つを分離して支援指定しているが，農園体
験やボランティア活動など，重複する活動がある．
受け入れ先については，生活保護担当の生活福祉
課と生活困窮担当の福祉総務課がそれぞれ開拓し
ており，その受け入れ先については共有していな
い．支援対象者が数ある選択肢の中から，自分の
適性に合った仕事を見つけるためには，生活保護
と生活困窮に限らず，障がい者や高齢者の担当課
など，幅広い横の連携が不可欠である．
　第 3に，個人の事情や適性に合った支援プラン
の必要性である．オーダーメイドに近い就労支援
を行うためには，モデルケースを積み重ね，支援
プランをある程度類型化してストックすることが
有効だと考える．生活保護受給者の抱える問題は
多様であるが，世帯構成，就労歴，精神・身体的
健康状態，障がいの有無などの要素を段階別に分
類・抽出し，それに基づき支援プランを作成する
ことで，ある程度の類型化が可能になる．
　中間的就労の取り組みはまだ始まったばかりで
あり，各自治体が模索している段階である．今後
各自治体が積極的に支援プランを策定し，自治体
同士で共有する機会が重要となる．
　第 4に，中間的就労の選択肢が豊富なオーダー
メイドの支援プランのためにも，認定事業所の増
加が不可欠である．訓練の対象者は体調面や精神
面で不安を抱えている場合が多く，企業にとって
も不安定要素を抱えることになる．イギリスのニ
ューディール政策に習い，日本でも，貧困ビジネ
スにならないよう法整備を進めながら，企業側へ
の金銭的支援を拡大することが必要である．
